別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：職業訓練費　目：技能向上対策費
	事業名:　職業能力開発協会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3128）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：35,370千円（前年度予算額：35,370千円）

	事業内容


	１　事業の内容


技能労働者の技能や知識を一定の基準により評価する技能検定の実施等を通して、労働者の能力向上や社会的・経済的地位向上に寄与する。
また、技能検定は、特級、１級、２級、３級、単一等級と、外国人を対象とした基礎１級、基礎２級の７等級を実施しており、中国人等外国人技能実習生の受け入れが全国的にみて多い本県では、受検申請者が多くなっている。
	２　所要経費


全体事業費　１６８，５０３千円
	単位：千円
	管理費
	事業費
	計

	平成２４年度対象経費
	７１，０４５
	９７，４５８
	１６８，５０３

	国の算定基準(H２３基準)
	
	
	４２，９００

	平成２４年度予算要求額
	３５，３７０


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


なし
	２　これまでの取組状況


職業能力の開発及び向上を促進するため同協会が実施する各種事業、及び団体の管理運営に係る経費について、昭和５７年度から助成を開始。（根拠：職業能力開発法第８７条、及び岐阜県職業能力開発協会補助金交付要綱）
平成１４年度までは国の算定基準に基づき補助金を交付していたが、平成１５年度からは、県の財政状況に合わせて算定基準より大幅に削減している。
国の算定基準に沿った金額（42,900千円）に対し、要求金額（35,370千円）は大きく下回っている。技能検定申請者数も依然として過去最高水準にある中、実際の協会の事業量は増加しており、技能振興の業務水準を維持するために苦慮しているところ　　　　である。
	３　これまでの取組に対する評価


　同協会は技能検定の周知に尽力しており、平成１７年度以降、主に国内在住者を対象とした検定で受検者数が常に増加しており、特に若年者（高校生等）の受検者が増えている。国内で熟練技能者の退職者が増加し、若年技能者への技術伝承が課題となっている中、熟練技能者の育成はもとより、若年技能者の育成にも一定の役割を果たしているといえる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	35,370
	17,685
	
	
	
	
	
	
	17,685

	要求額
	35,370
	17,685
	
	
	
	
	
	
	17,685

	決定額
	35,370
	17,685
	
	
	
	
	
	
	17,685


